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研究ノート  

打資本論』に．於ける資本回転の理解に．ついて  

瀬  戸  広  明  

ヨ資本論』第2害t慨2篇「資本のl司転」第15茸「資本投‾下の大いさに及ぼす回転時間の  

影響」で展開されている連続的生産に対して，四人の論者がそれぞれの問題意識から，本  

質的に同一∵の蛋後生産を図解するに至っている。このことだけでもすでに興味深いものが  

ある。しかしながら，これらの論者ほいずれも，その図解する患後生産が資本論の第2部  

曽ら第3部への論理的発展に対しで如何なる意義を有しうるものであるかについては触れ  

ていない。しかしながら，『資本論』の連続生産図解は第3部への論理的発展に対して－一・  

つの重要な布石をなすものである以上∴温後生産図解がl憤本論』に於て福しうる意義を  

考察することな避けることは許され得ないであろう。  

1   

（1ノ  

1）誕利教授ほその著 釘経営学の基礎』改訂版第14鶉「企業に・おける資本と艶用」の  

4，L‾流動資本の回転期間」に於て，マルクスの「派動資本の回転期間」に対して二つの  

批判を提出しておられる。－・つほ，マルクスにあ・つては「流通期間の継続が度外視せられ  

ていること」，今一つほ「労働期間の継続のために投下を必要とせられる追加資本の回収  

が，回転期間の界定において度外視せられていること」の二点である○そしでマルクスを  

して－このこ点を度外視せしめた理り1を，†‾ヤルクスにおいては，労働期間ないし牡鹿期間  

の触続を中心として問題が展開せられ＿」ていることに求められるものの如くである。この  

研釈ほ正しいであろう。さてこの二つの批判点に関する教授のマルクス紅関する理解（『資  

本削第2部，第15章「資本投下の大いさに及ぼす回転時間ゐ影響」を対象としている）  

と，教授のそれに対して税樺的に展開される見解ほ以下の通りである。   

ま：ず第叫・点， 「流通期間の継続が度外禎せられていること」についての教授の論述けつ  

ぎの通りである。  

付 この第14茸ほ け－▼橋論双」御38を第1弓・一昭朴32年7月号～所載   
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「第・－・の問題ほ，労働期間が流通期間よりも大きい場合に発現する。上述の例（労働期間  

9週間，流通期間3週間の例のことを指している一一引用老）についてこれを見れば，第1  

流通期間は回転期間の10週目に開始せられて，第12過で終了するのであるが、第2流通期間  

が開始せられるのほ滞19過日であ・／つて，両流通期間の間にほ6週間にわたる中断が発現し  

ている。これは労働期間が流通期間と相等しいか、またほ前者が後者よりも小さい場合の外  

ほ，つねに発現する事態をなすのである。いまこの関係を図示すれほつぎの第1図のとお  

りである。しかし，われわれが問題とする企業においてほ，現実には，流通期間の中断は  

第一僕1労働期間のみが継続し，流通期間が中断する場合  
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許されえ．ないであろう。けだし，企業ほゴーイング・コンザ・hン（GoingConcern）にはか  

ならないからである。そこで流通期間をも継続させうるような労働過程を形成することが  

当然に必要となるのである。そして．，このために静】・に考えられることほ，上例の場合に  

っいていえほ，第1流通期間の終了したとき，したが′つて－，マルクスのいわゆる第2回転期  
「2）  

間の開始せられるとき，およびその三週間後に・，それぞれ商品が労働期間を終了して流通  

期間にはいってくるような二つの労働過程を新しく追加することであろう。いま，この関  

係を図解すれぼ第2図のとおりである。この方法において労働期間および流通期間の両者  

の継続化を実現するときは，投下流動資本ほつぎのとおりに増大する。すなわち，A過程  

に．おける投下流動資本900ポンドが12週間後に還流してくるまでの間に必要とせられる追  

加資本ほ，B過程の900ポンド，C過程の600ポンド，およぴD過程の300ポンドであ考0  

第13週目以後において－ほ，つぎの流通期間の終了までに必卓とせられる投下資本が，その  

流通期間の開始時に還流して．いる資本によって丁度まかなわれることとなるために，これ  

以上の追加資本はこれを必要としない。そこで，この場合における投下流動資本の総額ほ  

2，700ポンドとなるのである。ま－た，この場合における流動資本の回転期間，したがって投  

下流動資本の回収期間ほ6週間延長せられて18過となる。この18週において，投下資本と  

その期間の還流資本したがって充用資本とほ等しくなるわけである。」（493′｝5頁）   

軍－・点に関する教授の見解ほ以上のようである。教授は，マルクスが展開した流動資本  

の回転に於ては；「労働期間ないし生産期問の継続を中心として問題が展開せられ」てい  

るが故に「流通期間の中断」が生ずるというがごときは，「われわれが問題とする企業に  

（2）教授ほ第2回転期間の開始を第1流通期間の終√■した直後に求められるのである。た   
しかiこマルクスもある個所（Ⅱ部，嵩木⑥335′・・6乱岩波⑥167～8貫）でほそのように   
しているが，しかし別の個所（請木⑥352～3萎ま1岩汲⑥187～8貢）では，第1流通期間   
が始まるときをもって－，換言すれば節2労働期間が始まるときをもって節2回転親閲の   
由始期としているのである。私見によれば後者が正しい。何故なら，第1流通期間の開   
始と同時に追加資本によって生産過程は継続的に開始されているのであり，この生産過   
程ほやがて還流してくる資本の一部をもってその全過梓を終了し，商品資本となって流   
通過程匿入りこみ，やがて還流して来る，つまり，生産期間と流通別間の瑚刑動転期聞   
であるからである。教授ほ最初に生産過程に投下された資本の還流（つまり回収）とそ   
の還流した資本の二度冒の回転，という剛こ回転期間を規定されるのであるが，還流し   
て来た資本は，－部は追加資本によっですでに糾杭的に開始されている生産過程に入り   
こみ，他の一部は第3の労働過魔の前半に投下されるのであり，その還流期ほ．別々であ   

る。そして教授のいわゆる第2回転期間及びそれ以後ほ回転期間と還流期とほ－・致しな   
いのである。このような回転期間には．笑督的な意味がなくなってほいないだろうか。   
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おいて－ほ許されえない｝」として－，「労働期間および流通期間の両者の継続化を実現」  

しうるような回転様式を図解されたわけである。教授の示された図解により，流通期間の  

継続はたしかに実現された。そして教授のこの第2図自体ほ正しいものであり，異議をさ  

しはさむ余地ほない。そしてこの図解なさらに詳細に、展開して行けば，馬場克三教授及び高  
（3ノ  

木暢哉教授の図解となるのであろう。葬制教授ほ流通過程に．おける資本の遊離から，馬場  

及び高木教授は生産過程における資本の遊離から，それぞれの図解を展開したものと考え  

られるのであり，期セずしてその一敦がみられたということほ，何かを物語るものであろ  

う。   

さてしかしながら，『資本論刀の図式に．於て一流通過程に中断が生ずるという教授の指摘  

ほ，商品取扱資本の自立化に関するマルクスの所論を想起させるのである。すなわち，  

『資本論』第3部節4蕾節16章「商品取扱資本」中に．，次の章句が見出されるのである。  

「商人資本全体を産業贋本との関係において考察すれげ，商人資本の一回転ほ”生産部面  

における盛多の資本の諸回転を表示しうるほかりでなく，相異なる生産諸部面における若  

干の資本の諸回転をも表示しうるということ。第一にあげたのは，たとえば亜麻布取扱業  

老が三千ポンドで－・亜麻布生産者の生産物を買っては売ったのち，同一巷盛者が同一・分恩  

の商品を再び市場に投ずる前に，他の－・人またほ幾人かの亜麻不生産老の生産物を買って  

は売り，嘉、くして同一生産部面における相異なる諸資本の諸回転を媒介する場合である。  

第二に．あげたのは，商人がたとえば亜麻布を売ったのちに今度ほ絹を買い，かくして他の  

生産部面における資本の回転を媒介する場合である」（青木文庫⑨396～7貫，岩波文庫⑨  

111貢）と。文中第一・点が藻利教授の指摘される流通過程の不連続にあたる。蛇足なが  

ら，教授の第2図の労働過程A・B・Cをそれぞれ独立・別個の個別資本とみなし，それ  

ぞれに対応する流通過程計三つを同一の商業暦本が担当するとみなすのが，憤本制で  

あるとなお，教授の説かれる如く，A・B・Cの三つの労働過程惣一個同一・の個別資本が  

営むとするのほ，産業資本の歴史的な発展を示したものとみなしうるのであり，．対応して  

商業資本も，A・B・Cの相異なる独立の産業資本の生産物を恒l転せしめる段階から，A  

・B・Cの三つの労働過程を乍当む一個同一・の産業贅本の生産物な回転させる段階へと歴史  

的発展を遂げることが示されているのである。   

以上を蟄するに，個別贅本か廿産過程と流通過梓の両過程を経営する場合にほ教授の指  

t3J両教授の医t解についてほ後拗   
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摘は鼻嬰であるが，しかしながら，資本論の展開からいけば，粥2部で流通過程の［it断が  

生ずることは第3部でほじめて研究される商品取扱資本の自立化の・－一つの根拠となってい  

ること，さらにほ蕗発奮本の歴史的発展に対応する商業資本の歴史的発展に注目すること  
（4）  

が肝要であろう。   

さて次に，教授のマルクス批判の第二点，「労働親閲継続のために・投下を必要とせられ  

る追加資本の回収が回転期間の算定において度外視されていること＿ユに対する教授の見解  

をみることにしよう。  

「第二の問題点はマルク 

することに関係する。この場合には－・回転期間に回収せられるものほ一男働期間の投下資  

本だけであって，追加資本の回収ほ無視せられることとなる。それにもかゝわらず、椚【回  

転期間の投下資本が企業的には本源的資本と追加資本との両名から成っていることほ，否  

定されえない。それほマルクスの自認するところでもある。しかも，投下流動資本の全部を  

回収するために必要とせられる期間こそが回転期間であることを思えば，回転期間の確定  

において追加資本の回収を度外視することほ，ついに許されえないであろう。このように  

してわれわれは，企業的見地ないし企米資本的見地から，マルクスの理解する回転期間に  

ついて，その修正を要請せざるをえないことになるのである。」（ヰ95～6貢）   

教授の主張を要約すれは，回転期間は労働期間と流通期間の和でほありえない。なぜな  

らそれほ，－・回転期間の投下資本は本源的資本と追加資本との両名から成るからであり，  

l「投下流動資本の全部を回収するために必要とせられる期間こそが回転期間である」から  

である。ところがマルクスは追加資本の回収を無視しているから，回転期間を労働期間と  

流通期間との和として把握したのであると。   

たしかにマルクスは剛塩湖間を労働期間と流通期間の和として把擬しており，その回転  

期間については側えは，労働期間9週間，流通蘭欄3週間，布遡10bポンド投■下の例七・ほ，  

900ポンドの回転親閲として把蝕している。しかしながらそれほ，資本Ⅱ（・追加蟄本）が  

自立的労働期間を有せず，したがって自立的回転期間を禍いしないが故に（第2部第2篇15  

瀬に於ては，l一現実においてほ，資本Ⅱは資本l二のそかから分離された特殊な労働こおよ  

び流通期間を有するのではない」－一驚本㊥270～1克，岩波⑥186貢mとある），資本Ⅰと  

棚 商品取扱資本の自力イヒの一つの根拠を資本の回転に求める捉え方ほ，すでに・山本朗氏   
にみられるのであるが（摘射尉酪済詣体系謡森下不二也編，1959年第124頁．），第2部か   

ら欝3部への論理的発朕という視角からとらえてみたのが小柄である。   
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Ⅱほからみ合い交錯するが．故に，資本［900ポンドの回転期lてjjでけなく，900）ポンドの回転  

期間なのである。資本1900ポンドの回転滝云々できるの牲砲初の劇回転のみである。そ  

れ以後はⅠとⅡのからみ合い交錯である。この点について教授はどう考えられるのか。   

諜利教授の′マルクス批判の第二点ほ教授の思考に生産資本の循環視点が欠如していると  

ころに問題があると考えられる。教授の規定される回転期間ほ資本回収∃軋且，つまり貨幣資  

本の循環視点に立つものと解されるのである。貨幣資本の循環視点に立つときは回収が問  

題であって，そ・の回収された資本価値の再投下，再農産は必然的な問題ではない。回収さ  

れた資本価値が再投下されねばならない必然性ほないのである。とこ．ろが現実ほ生産のく  

りかえし，再生産である。このくりかえしほ生産資本の循環に特有のものである。『資本  

制第2部第15苛でほこの生産資本の循環視烏は，生産過程の継続，そのために必要とせ  

られる追加資本Ⅱと本源的資本Ⅰとの生産過程に．おけるからみ合い交銀となって－あらわれ  

ているのである。そしてマルクプが第15葦で明かにしたものはこの資本ⅠとⅡとのからみ  

合い交錬による資本の現実的回転であ．って－みれば，ノ勾二腐資本の循環視点に．カっ・ことに．よっ  

てほじめて－，第15草を理解できるわけである。  

・もっとも，『資本論』虹も次のような表現が見出される。「総資本が前貸されねばなら  

ない期間」（苗木⑥341貫，岩波⑥174員）という表現である。総資本の回転数についてほ  

節15茸にもたびたび触れられており，野山されてもいるのであるが，その回転期間につい  

ては，私の知るかぎり，全くふれられていない。回転数の逆数として回転期間を界出すれ  

はできないことほ勿論ないが，資本の現実的回転が問題である以上，総資本の回転数の逆  

数としての回転期間を界出してみたところで意味がないのではなかろうか。この点，藻利  

教授の図解（第2図）される回転期間18週間は現実的回転を基礎に．しているが故に，第18  

週の終り，第27週の終り，までたそれぞれ2，700ポンドが還流してくるのである。くわし  

くほ，第1同日の2，700ポンドの還流ほ．，第12週末，第15週末，第18週末にそれぞれ900ポ  

ンド，計2，700ポンドが還流し，第2回目の2，700ポンドほ，第21週末，第24週末，第27週  

末にそれぞれ900ポンド，計2，700ポンドの還流である。而して第2回目の18週間とは第10  

週の初めより第27週末までをいう。たしか紅現実的「回収期問」（藻利同＝辞495頁）たる  

18週間の回収額ほ2，700ポンドである。しかしながら，現実的回転額は2，700ボンドでほな  

い。第18週末までの現実的回転額ほ，『’資本論』に．従えば，完全回転額2，700ポンド＋部分同  
6  

乾軌350ポンド＝4，050ポンドである（部分回転魔の計算は，900×＝675，9dox甘  
ニ450，900×＝225，675十450＋225＝1，350）。   
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かくして，資本の現実的l可転堰．おいて－は生産資本の婚環視点が中心とならなけれほなら  

ないのであるるが，この点に関する 打資本表象刀の論述ほ明瞭であ。すなわちマルクスに従  

えほ… 

「Gn－WP W／山G′・GqWPW′w・G′・GpWP 等々   

すでに循環の第二の反後に際してほ，Gの第2の循環が終る前にPW／p－・G′・G岬WP   

なる循環が現われ，かくして，その後のすべての循環ほPW′・【G－W Pなる形態のも   

とで考察されうるのであり，したがって，最初の循環の第一・段階としてのG－－Wは，生産   

資本のたえず反復される循環の消滅的準備をなすにすぎないのであり，また実際，初め   

て貨幣資本の形態で投下された産業贋本の場合に．はそうである。」と。（滞2部第1篇   

軍1贅「貨幣資本の循環」（青木⑤82頁，．岩波⑨97頁）  

つづけていう，「G G′が反復されるならば，貨幣形態への復二帰は，第一・段階におけ   

る貨幣形態と同様に消滅的なものとして現象する。G－・Wほ消滅してPに席をゆずる。」   

と。（背木⑨82頁1岩波⑨96頁）   

さて．それでは，生産資本の循環視点に立って資本ゐ回転を考察するとき，その考察の中  

心となるものほなにかというにそれほ，生産過程の継続・くり返しであり，この継続・く  

り返しを明瞭に表現するものは，マルクスによれは，資本の現実的回転，現実的回転期間  

であり，生慮期間と流通期間のからみ合い交錯より4「ずる貨幣資本の遊離である。   

2） 公文論文の検討   

公文俊平氏が雑誌『経済評論』1962年8月号に発表された論文，『前貸資本盈と資本の  

回転・構成』隼『資本論じ托で展開されている資本の回転について検討し，これを批判した  

論文である。   

公文氏によれは，マ／レクスの資本の回転に関する分析は誤／つている。氏の『資本論』批  

判点ほ次の引用文に端的に示されて－いる。   

「資本の回転期間という概念軋最初に．投下された前黛資本とひとしいだけの価値額が，   

生産物の売上の申から費用として回収されてくるまでに／要する期間を意味している。…  

以上の諸点ほ，われわれにとっては，はとんど自明の事柄紅属するといってもよいであ   

ろう。しかるに．資本の回転を分析した『資本論』第2巻第2篇では，第一・鱒（流動）資本   

の－・回転期間を，生産期間と流通期間の和として規定し（K．Ⅱ．S一150。胃木⑤P。200），した   

がって，第二に．，前貸（流動）資本額は，この意味での－・回転期間あたりに反復して支出・回   

収される（流動）費用額にひとしいと考えている（たとえばK・ⅡS・264・苗木⑥Pr343以下）。   
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われわれはこ．の二つの命題をも東洋条件に承認してよいであろうか。」（P146へノ7）  

こ」にみるかぎり，公文氏の問題意識ほ～とにみた杏き利教授の問題意誌と同じであろう。  

彷資本論』の回転期間概念に異嶺をとなえているという点に於て。そして氏は「はとんど  

自明の事柄に属する」とされる回転期間をこれ紅対立させているのであるから。   

氏ほ『資本論』の回転期間をとりえない理由をつぎのようにのべている。すなわち，生  

産期間と流通期間の「和としでのⅥ回転期間』ほ，もともとなんらストック患とフロー恩  

としての資本相膏．のあいだの叫定の関係を示すものでほありえない。」こ．れほ「プロ一回  

転期間」とでも呼ばるべきものである。しかるに「ストソク屈として－の前貸肇本の大きさ  

は，採用される連続的生産方式の如何によって大きく影饗される。」ところで，「資本の  

回転期間という概念ほ，最初紅投下された前貸資本（ストック畳としての前貸資本 引用  

者）とひとしいだけの価値額が，鈷産物の売上の中から費用して回収されてくるまでに要  

する期間を意味している。」したがってこのようにして 

産期問と流通期間の和としての回転期間」またほ「プロ－回転期間」に．「常に一・致すると  

いう保証ほないと考えなけれほならない」（P146－7）。なお，フロー恩とヌ†・ソク盈の  

意味であるが，氏によれほ，ストソク敏とほ「貸本家が年々の再生産を営んでゆくにあた  

って，あらかしめ最小限準備しなければならない資本の絵額」を意味し，フロー恩とは「  

ある単位期間あたり，反復して投下・回1灰される資本額」を意味し，「たとえば，年間費  

用価格総額といわれるものがこれにあたる。」   

こゝで藻利教授のマルクヌ批判を想起するに，つぎのごとくであった。『資本論』で研  

究されている貸本の回転には，①「流通期間の継続が度外視せられていること」，④「労働  

期間の継続のために投下を必要とせられる追加資本の回収が，回転期間の算定において度  

外視せられて－いること」（『経営学の基礎』改訂版493頁）の二点であった。このうちの  

後者が公文氏の問題意識常結びつくのでほなかろうか。何故なら藻利教琴平よれば，マル  

クスにあって－は「追加資本の回収が，回転期間の算定において度外視せられている」が故  

に，生産期閤と流通期間の和が資本の回転期間とせられたのであったからである。かくし  

て，公文氏の問題意識は藻利教授のそれと同一Lであると考えることができるのではなかろ  

うか。しかしながら，公文氏のあげる『笥本論』批判の第二点，「前貸（流動）資本額はこ  

の意味での－・回転期間あたり紅反復して支出・回収される（流動）費用額紅ひとしいと（マ  

ルクスが引用者）考えている」と解釈されるの紅は同意しかねるのである。氏が参照を要  

求している個所は第2荒冒第15章「資本投下の大いさに及ぼす回転時間の算哲」であるが，   
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この章をすなおに読めほ明かな如く，前貸総資本がこの茸で展開されている血回転期間毎  

に桓l収されるという図解も文革も見当らないのである。公文氏の：i！■4読というほかない。（  

公文氏にあっては，前貸資本ほ前貸総資本を意味する）。   

さて，同じ対象に対して同じ疑問を抱いて出発した二人の到着点はどうか。藻利教授に  

あぢてほ現実的回転を基礎にした独自の前貸総資本回収期間（回転期間とほいゝ難いとい  

う私見は先に述べた）に到達したのであったが，公文氏の場合ほどうか？諜利教授の到着  

地点とほやゝ離れているが故に，紳介の労をとろう。   

公文氏の分析と主張ほ以下の三つの表でなされているので奉るが，集中的に表現されて  

いるのほ第2表である。（第2・3表の数字の基礎ほ第1表である）。第1表「資本の技  

術」は『資本論』で展開されている資本の回転の条件との問に相違のあることを注目させ  

るのが目的の－・つである。氏自身の言葉を借りれほその相違点ほ次の通りである。「以上  

のわれわれの設定（第1表を指す一一引用老）と，マルクスの設定との相違を念のため指摘  

しておこう。われわれがもっぱら価格夕－ムで考えている点を別にすれは主な相違は次の  

五点である。川固定資本の存在を明示的に考慮に入れたこと。（ロ）流動不変費用（原料費用）  

と可変費用（賃銀費用）とを区別してあること。打喀・週の流動費用支出額が相違してよい  

第1表「資本の技術」L数個例  としたこと。F）生産期間・  

流通期間の二分剖をさらに  

細分したこと。㈹流通費用  

をも考慮に入れたこと。  

以上の諸点のような差異を  

加．えておいたことが，当面  

の問題の解決に重要な役割  

を果すことは，やがて見ら  

れるとおりである」と（151  

～2）。以上の五．点のうち，（ロ）  

M及び（ホ）は第2衷で，（イ）及  

びHほ第3表で，それぞれ  

「重要な役割を果す」ことに  

なる。  公文論文 pリ151  

第2表「さまざまな連続的生産方式のもとでの，ストック鼠フロー患および諸比率」   
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第2表 さまざまな連続的生産方式のもとでの，ストソク曇，フロー惑および  

諸比率  

断続的生産  撃線的連続生産  並列的連続生産  

名  称  記  号i数個例  記  一弓】数個例  記  号l数個例  

前 貸 総 資 本  

／固 定 資 本  
＼流 動 資 本   

ノ流動不変資本  

＼可 変 資 本   
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∵
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C
B
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総 費 用 価 格  

／固定費本償却費  

t流 鱒 費 用  
／流動不変費用  

1可 変 費 用  

利  潤  
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フロー有機構成  

プロ」利潤率（％）  

付加価値率（％）  

総 資 本回転数  

固定資本回転数  

流動資本回転数  
流動不変資本回転数  

可変資本回転数  

ストック利潤率（％）  

資 本 係 数  

「有機的構成」  

S2／K2  

f2／F2  

Z2／Z望  

C2／C2  

V2／V3  
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Ⅸ2／k2  
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10lv8／Vさ  

プロ・一回転期間（過）  
プロ一回転数  
Zロー単位当り売上  
荷  

〝  
60／〝＝＝〟  

1こ  

（一年を60過として計辞）  
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ほ，第1表で与えられた条件に従って，「断続的生産力式」（『資本論』第2部第2篇の  

うら，第1月章までの叙述が対象としてい乙生産方式にあたる），「撃線的連続生産方式」（同  

第15茸に至って初めてとりあげられている生産方式にあたる），「並列的連続生産方式」  

（私見によれは，藻調教授の図解されている第2図と本質的に同一）のそれぞれ浸於ける  

資本の回転数を算出し，もって－『資本論』に於ける「ニつの命題」（上に引用，公文氏論  

文）の不当なることを証明せんとするもので，公文氏論文の核心をなすものの如くである。   

さて，第2表をもって－『資本論』における「二つの命題」ゐ不当なることを証明せんと  

するこの場合，その論拠となるべきものは「流動資本回転数」である。「流動資本回転数  

＿lを第2表よりみるに，三つの生産方式のこの回転数は互いに相異なっている。しかると  

き，回転数の逆数を回転期間とみる考え方にとっては，この回転数の相異ほそのまゝ回転  

期間の相違である。かくの如く回転欺間が生産方式の相違によって相異なるということ  

は，匡転期間を生産期間と流通期間の和とする『資本論』ゐ恩考に誤まりがあることを証  

明するものである。大略以上が公文氏の主張である。   

こゝで公文氏が三つの生産方式の各々について「二つの命題」の当・不当をいかに判断  

されているかを紹介・検討することにしよう。  

i）「断続的生産力式が採用される場合」   

「第2表から明らかなように，こ¢場合にほ前貸流動資本額は，1フロー回転期間あた   

りの流動費用支出額にひとしく，流動資本匡転数（期間）はフロー匡転数（期間）にひと   

しい。すなわち，こ⊥でほ，さきにみたマルクスのこ命題はたしかに芸当する。」（153畏）   

こゝでまず我々は，公文氏が回転期間を回転数の逆数としてとらえていること，第2表  

にあっては，「前貸流動資本額は，1フロー回転期間あたりの流動費用支出額にひとしい  

」ということは流動資ネ回転数が10であること，．したがって，前黛流動資本額が「1フロ  

ー回転期間あたりの流動費用支出額」に．ひとしくなければ，流動資本回転数は10でほない  

こと，のこ点を知るのである。両点に共通なものは流動資本回転数である。したがって以  

後「単線的連続生産」及び「並列的連既生産」の検討に．当っては，流動資本回転数に注目  

すればよいであろう。  

ii）「単線的連続生産方式の場合」   

『資本論』第2部第2篇第1F茸で対象とされている生産方式については，追加資本を投  

下して生産過程の中断を防ぐことが，この生産方式の眼目であることは説明の要もないで  

あろう。公文氏日く，「第2表から明らかなように，この場合（単線的連続生産方式の場   
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合一－引用老）には，前貸流動資本額（350）ほ，1フロー回転期間あたりの流動費用支出  

額（345）とほ異なってきている。また流動資本の回転数（期間）も，フロー回転数（期  

間）とはもほや一致しない。すなわち，この場合紅ほさきのマルクヌの二つの命藩が成立  

しなくな′つてきているのである」。さらにつづけていわれる，「『資本論。』の数個例ではか  

ゝる食い違いが生じていない理由ほ，川流通費用を無現したこと，（ロ憧産期間中の毎週の  

流動費用の支出額を均一・としたこと，の二つの特殊な仮定をおいたことである」と。欝2  

表紅よれば，この生産方式の場合の流動警本回転数ほ9・9回である。したがって－その逆数  

である回転期間は「断続的生産」方式の場合（この場合の流動資本回転数は10回）よりも  

幾分長いことになる。しかしながら氏に・あってほ，どれはど長いか，あるいは短いかとい  

うことが問題なのでほなく，流動資本の「匝惟期間」が「フロー回転期間」（マルクスの  

定義する生産期間と流通期間の和としての回転期間にあたる）とその長さに於て瀾異なる  

ということが問題なのである。かくしでマルクスの「ニつの命題」は打破られたかの如く  

みえるのであるが，果してそうか？『資本論』に立帰って今一度その論旨を明瞭に理解し  

た上で，判断して－も決して遅くはないであろう。   

かくして我々ほ今一度『資本論』紅立帰るを必要とするに至ったのであるが，『資本論  

』の論旨を詳解する上からも，この簡2表に於て何故流動資本回転数が相異っているの  

か，を理解しておくことが便利であろう。そこで，流動資本回転数をみるに，これほ粘局  

のところ，前貸流動資本額と流動費用額（1フロー回転期間あたり流動資本支出額はこれ  

を10で除して得られたものである■）との増大阻係－－「断続酔生産」プラ式より「尊線的連  

続生産」プラ式への増大関係一肌をみることに帰着するのであろう。憎線的連続生産」方  

式にあってほ「固定資本額ほ不変なので，前賃資本額ほ，第1表の最初のこ週間分の流動  

費用支出額にひとしい額だけ，流動資本部分の増加をみる。また，年間総費用はこんどは  

生産・販売が四週間ビとに繰返されて－ゆくため（断続生産の場合ほ六週間毎一引用老），  

循環の中の一年をとって考えれば年々15回の販売が行なわれる結果，そのと■の部分も，断  

続的生産の場合に比し15倍となる」。「断続的生産」の場合の流動費用2，300はその1い5倍  

たる3，450に増大する。ところが流動資本は230からその1－5倍である345へと増大するので  

はなく，350に増大する。何故ならこゝでは，230の何倍かという討算過程を経て350にな  

るのではなく，全く別の経路を辿るのであるからである。即ち，この350は第1表常みる  

ごとく，「プロ－回転期間」の流動費用の合計23Uの上に，生産期間のうちの最初のこ週投  

下分120が加わ〉らた値であるからである。もし生産期間中の最初の二起と後つ二週の投下   
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額が入れ替っていれば，「単線的連続生産」の場合の流動饗本額ほ350ではなく320であり，  

流動資本回転数ほ9・9回ではなく10．．8回であろう。ところで，流動資本の毎週投下額を生  

産期聞及び流通期間を通じて同一センー一例えぼ毎週40紅－－してみよう。「フロー回転期  

間」は六週間であるから6×40＝＝240である。この240は「断続的生産」の場合の所要額で  

あるb「単線的連続生産」の場合にほとの上に生産期間の最初のこ週間分の投下額80が加  

ゎるので所要額は320となろ。この320ほ240×1で和られたものである。他方流動費  

用は2，400からその115倍たる3，600へと増大する。前貸流動資本凱の増大であり，  

流動費用は1石5倍である。今度は，毎週投下資本景－・定以外に今－・つ，流通費用はゼロと  

しよ・う。こうすると，「断続的生産」の場合の所要流動賀本額は4×40＝160であり，「単  

線的連続生産」の場合はこの160の上に生産期間中の最初の二週間の投下額80が加わるの  

で合計240となる。240は．160の1い5倍である。他方流動費用ほ「断続的生産」の1，600から  

その1い5倍の2，400に増大する。かくして，流動資本も流動費用も共に1い5倍となったので  

ある。そ・して『資本論』ほまさしくこのような条件の下で回転を観察しているのである。  

今や『資本論』に立帰ろう。   

『資本論．』第2部第2篇第15茸「資本投下の大いさ紅及ぼす回転時間の影響」紅於ては  

「断続的生産」から「単線的連続生産」へと移行することによって，前賃流動資本（資本  

の回転としては流動資本の回転を扱うので，以下では「流動」の文字を使用せず「前賃資  

本」とする）も公文氏のいわゆる「流動費用」（公文氏にあってほ，これは回収された価  

値額を意味するが，マルクスが本章で扱って－いるのは一年間に生産された価値額，あるいは  

ヽヽ 生産された価値の現実的回転額であつて，回収額でないことに注意）もともに同じ率で増  

加する。例えば見易い例として労働期間5週間，流通期間5週間，つまり回転期間10週間  

に．ついて，『資本論』のいわんとするところをみてみよう。   

「計辞例を簡単にするために，労働期間を5週間，流通期間を5週間，つまり画板期間   

を10週間と仮定しよう。・一年を50週間と計辞し，毎週の資本投下を100ポンドとする。そ   

こで，労働期間ほ流動資本500ポンドを必要とし，流通期間はさら紅追加資本500ポンドを   

必要とする。この場合紅は労働期間および回転期間ほ次のようになる。   

第1労働期間，第1－5週（500ポンドの商品），第10過の終り紅還流   

第2労働期間，第6－10週（500ポンドの商品），第15週の終りに還流   

第3労働時間，第11－－15週（500ポンドの商品），第20週の終りに還流   

第4労働期間，第16－20週（500ポンドの商品），第25週の終りに還流   

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



『資本論』に／於ける資本回転の理解について  －Jβ3－  677  

第5労働期間，第21－25週（500ポンドの商品）第30週の終りに還流  

流通時間がゼロ，したがって拭転期間が労働期間に等しけれほ，一年間の回転数は労働  

期間の数蛸しい，かくして0労働期間を5週間とすれほ＝10回であり，純し   

た資本の価値は500×10＝5，000ポンドであろう。流通時間を5週間と仮定した上の表で   

は，年々生産される商品の価値も5，000ポンドであるが，その10分の1＝500ポンドほつね   

に商品資本の姿態をとり，5週間後に初めて還流する。かくして年末には，第10労働期間   

（第46…50労働週）の生産物ほ回転時間をなかほしか完了していない。けだし，その流通   

時間は翌年の最初の5週間庭あたるからである。」（背木⑥336～7頁，岩波⑥169異）   

この引用文から我々の知りうるのは，①江資本論』の回転期間が資本の現実的回転につ  

いて用いられる概念であり，（夢現実的回転こそが回転問題の中心をなすこと，である。（夢  

を端的にあらわしているのは，「かくして年末にほ」から以下である。   

次の文章も，資本の現実的回転を，生産過程の連続のためにほ幾何の追加資本が必要か  

という視角から追求したものといえるのではなかろうか。  

「労働期間中紅機能した資本は流通時間中は遊休する。第二例（上に引用した労働潮間   

5週間，流通時間5週間，したがって回転期間10週間の例u引用老）では資本は5週間の   

労猟期間中は機能して5週間の流通時間中ほ遊休する。だから，この場合紅資本Ⅰが一年   

間に遊休する総時間ほ．半カ年となる。そこで，この時間中ほ追加資本Ⅱが登場するのであ   

って，この資本も第二例では半年間遊休する。だが，流通時間中の生産の連続性を達成す   

るに必要な追加資本を決定するのは，一年間の流通時間の総範囲または合計でほ．なく，回   

転期間にたいする流通時間の比率紅他ならない。（こゝでは勿論，すべての回転示同じ条   

件のもとで行われるものと前提されている。）たから第二例では，必要な追加資本は500   

ポンドであって，2，500ポンドではない。これは全く，追加螢本は本源的投下資本と同様   

に回転に入りこみ，したがって＼後者とまったく同様に回転数紅よって分壷を補う、とい   

うことに由来する。」（青木⑥338貢，岩波⑥171～2頁）  

最後に，前貸費本と公文氏のいわゆる「流動費用」が同じ率で増加するような例を『資  

本論』は何故示すのか，その理由こそまさに同時に弔資本論』に於ける賢本の回掛こ阻・す‾  

る論述の核心であったのである。   

「吾々の例では（上述の労働時間5週間，流通時間5週間，つまり回転時問10週間の例   

をさす－引用者），この5回の流通時間の持続中に500ポンドの填補〔追加？〕資本が入り   

こみ，それによって回転が2，500ポンドから5，00〕ポンド紅高められる。だが，投下票本も   

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



箱36巻 第5号  678   一JふJ▼－  

いまや500ポンドでほなく1，000ポンドであり，5，000を1，000で割れほ5である。つまり10   

回転ではなく5回転である。実際上の計算もそうである。だがそのさい，1，000ポンドの資本   

が年に5たび回転したと称されることにより，資本家の空虚な頭でほ流通時間の記憶が消   

えうせて，あたかもこの資本ほ継起的な5回転中にたえず生産過程で低能したかのような   

混乱した表象が生ずる。しかるに，1，000ポンドの貸本が5たび回転したと吾々がいう場合，   

そのうちには生産時間と同じく流通時間も含まれている。実際のところ，もし現実に1，000   

ポンドが生産過程でたえ／ず活動していたとすれほ，生産物ほ，吾々の前提のもとでは，   

5，000ポンドではなく10，000ポンドでなければならぬであろう。だが，たえず生産過程に  

1，000ポンドがあるためにほ，結局2，000ポンドが投下されておらねばならぬであろう。   

経済学名たちにあっては準じて回転の機構濫つき何ら明瞭なものが見られないのである  
ヽ ヽ  ヽ  ヽ ヽ   

ヽ ヽ  ヽ  ヽ ヽ  ヽ  ヽ  ヽ ヽ ヽ ヽ  ヽ ヽ          ヽ ヽ ヽ  ヽ ヽ  ヽ ヽ  ヽ  ヽ ヽ  ヽ ヽ  ヽ ヽ ヽ ヽ  が，彼等は，生産を中断なく進行させるにほ常に産業資本の一部分しか事実上生産過程で  
ヽ ヽ  ヽ  ヽ  ヽ  ヽ ヽ  ヽ  ヽ ヽ   ヽ ヽ  ヽ  ヽ  ヽ ヽ  ヽ ヽ  ヽ  ヽ   
ヽ ヽ ヽ ヽ  ヽ ヽ  ヽ                   働きえないという，この主要契機をいつも看のがしている。」（苗木⑥342－3貫，岩汲   

⑥176頁九点ほ引用者）   

力点を・打った個所こそまさに本15章の核心であり，公文氏の表解ほこの核心の理解を閑  

雉にするのに役立ち∈・そすれト容易にほなしえないであろう○前賃貸本（こゝ及び公文氏  

にあっては．前貸総資本と同義）といわゆる「流動費用」との増加率が同一・でなけれほなら  

ないということを『資本論』ほ論証せんとしたのではなく，同一・にして説明した方が論旨  

の理解を明瞭にするのでそうしてあるのである。公文氏がマルクスの「第二の命題」とい  

っているものほ，『蟄本論8 の誤読から生じたものである。   

そして，『資本論．』の回転は資本の現実的回転であり，回転期間は資本の現実的回転紅  

ついて用いられる概念である。例えば労傲期間9週間，流通期間3週間，毎週100ポンド  

の投下の例では，900ポンドの回転期間として把握される。何故なら，それは資本Ⅱが自立  

的労働期間を有せず，したがって自立的回転期間を有しないが故に（マルクスによれば，  

「現実においては資本Ⅱは資本Ⅰのそれから分離された特殊な労働＝および流通期闇な覇  

するのではない」とある），資本ⅠとⅡほ互いに．からみ合い・交錯するが故紅，資本19〕0  

ポンドの回転期間ではなく，900ポンドの回転期間なのである。これに対して公文氏にあっ  

ては，前貸縫票本（Ⅰ＋Ⅱ）1，200ポンドの回転期間を問題にしてヽ、るのであり1，200ポン  

ドの回転数の逆数としての回転期間を問題にしているのである。   

公文氏のこのような前袋総資本の回転数の逆数としての回転期間というとらえ方は，ひ  

とり氏に限らないことは氏自身言明されているところであるが，例えば浦野平三助教授に   
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よれば，「財務管理や経営分析に関する著書（の，）はとんどのものが資本の回転期間「そ  

（5） の逆数淵回転率」云々とあり，回転期間を回転数の逆数としてとらえ．ていることを知らさ  
れるのである。回転期間を回転数の逆数としてとらえる関係上，このような回転期間ほ資本  

の現実的回転を示しえ．ないのである。『資本論』でも前貸総資本の回転数を算出している  

ことを我々は知っている。第2部第2篇亨第15章に於てこである。しかしながら，そ・の回転数め逆  

数についてほふれていない。かゝる「回転期間」ほ資本の現実的回転を示しえないからで  
（6ノ  

ある。しかし，逆数としての回転期間が意味をもちえないということほその回転数もまた  

意味をもちえないということにほならないのである。それはすぐあとの第16章「可変貞本  

の回転」に於て剰余価値年率に関係し，第3部に入って年利瀾率に関係をもつにいたるの  

である。勿論，前貸総資本のうち総可変資本（本源的ロ」変資．本十追加可変資本）の回転数  

のみが問題であることはいうまでもないであろう。回転数として意味があるのであって，  

回転期間としてあるので特ない。回転期間としてとらえられても，それは結局，回転数と  

しで剰余価値率，利潤率の年計算庭参加するのである。これに反し，『潜本論』の定義す  

る回転期間は現実的回転に関係して，あるいは現実的回転の分析のために用いられるもの  

であり，回転期間そのものとして窓準を有するものといえよう。  

iii）「並列的連続生産の場合」   

「この場合にも，前賃流動資本額（1020）は1プロ一回転期間あたりの流動費用支出額  

（1380）とほまったく異なっている。また流動資本の回転数（期間）もフローの回転数（  

期間）とは大きく異なっている。結局，最初にかゝげた流動資本の回転にかんするマルク  

スの÷．つの命題は，断続的生産の場合にしかあてはまらないことが知られた。」（156～7   

巽）   

このように，流動資本の『回転期間』が『資本論』の資本の回転期間と異なり，その故  

に，『資本論』の回転期間が正しくないものであることを論証せんとして「並列的連続生  

産」の場合を我々紅示すという仕方は預利教授の場合にすでにみているところである。し  

（5）浦野平三「資本回転期間の計算誘式の本質的吟味」北九州大学関学15周年記念論文集〆ノ   

所収P」99。  
（6）回転数の逆数としての回転期間は，前房総資本の平均回転時間として意味を有するこ   

とを否定しているのではない。しかしながら，平均回転についてはすでにマルクスも『   

資本静』第2部2篇第9童「投下資本の総回転。回転循環」に於て述べているところで   

ある。マルクスほこの章で，「回転の計算様式紅ついてはアメリカの一躍済学者に語ら   

せよう」として，スクローブよりの引用を掲げているが，公文氏の第2表ほこゝにあた   

ると考えられる。平均回転時間と現実的回転期間とは区別されなけれほならない。   
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かし，回転期間をいかにとらえるかという点では藻利教授の場合と異なることに注意した  

い。藻利教授にあってはさきにも述べたように，現実的回転を基礎忙した前貸総資本の回  

収期間をもって回転期間とされるのであったが，公文氏の場合は，前貸総資本の回転数の  

逆数としての回転期間を回転期間とされるのである。   

さて，私見によれほ藻利教授の図式と本貿的にほ同一・であるところの公文氏のいわゆ  

る「並列的連続生産」プラ式を紹介することにする。公文氏の問題意識は，「生産期間が，  

ヽヽヽ 異なる固定資本財を順次使用してゆくような，複数のプロ1・せスからなっている場合には，  

単線的連続生産方式ほ，固定資本の遊休を完全に除去することはできない。それでは固定資  

本の遊休ほどうすれほ完全に除去できるだろうか」（力点ほ引用老）という点にある○だ  

から，異なる固定資本財を順次使用するのでほなく，渾－・の固定資本財を使用してゆくよ  

うな場合にほ，‾「葦室線的連続生塵」プラ式でも協定資本の遊休を生じえないが故に，「並列  

的連続生産」方式を採用することは考えなくてよいことになるであろう。藻利教授の場合に  

ほ．，流通過程の中断をなぐするという目的から複数の生産過程方式に至ったのであった。   

ところで「異なる固定資本財を順次使用してゆくような，枚数のプロセスからなってい  

る」というだけでほ，1セットの固定設備（技術的にそうあるべき一過の固定設備，つま  

り順次使用される一題の異なる国辱設備を意味せしめる）による生産（たとえば装置ユ英  

を想起すればよい）が考えられ，藻利教授の図解と全く同一・性質をもつものとなる。し  

かし公文氏の場合は，「各プロセス内ではその継続期間中は次回の生産のための原料は追  

加的に投入できない」と仮定することによって，複数セットの固定設備を考えているので  

あり，この点に藻利教授の場合との相異点をもつのであるが，しかしこれは何等本質的な  

相違点とみるべきものではなく，一つの本質的区別でない仮定を導入したまでのものとみ  

るぺきであろう。第3表が「並列的連続生産」方式の医l解である。この図解は第1表によ  

ったものである。生産期間の最初の三過と第四過とでほ別の蘭定資本財が用いられ，流通  

過程にも固定資本則が存在している。第一・のプロセスほ三つの，第二のそれは一つの，第  

三のそれは二つの蘭走資本財を看している。   

第三表について流動資本の流通状況を簡単濫解説するとこうである。第一・過には第一・の  

プロセスの中の第一・の固定資本財に流動資本の第一・週目分80が投下される。第二過日にほ  

第一・の固定資本財Ⅶ．は流動栗本の第二過日分40と第二の固定資本財には流動資本の第一・週  

目分80が投下される。第三週には，第一・の固定資本財に第三週目分40，第二の固定貸本財  

に第二週目分4り，第三の固定資本財に第一＼週目分80がそれぞれ投下される。第四週目には，   
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第3表 並列的連続隼産の編成  
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流 動 資 本 投 下 額  

中間生産物の位置   
Z4】Z5iZ¢【討  

］   

］   

≧ヒ土＝±± ］  
；：i…：  

：i；…i…：  

公文論文 pい156   

第一－・の固定資本財から仕掛畠が第二のプロセスに移り，そして第五週にほそれが第三のプ  

ロセスの第一・の固定貸本財へと流通してゆくわけである。   

もし「各プロセス内ではその継続期間中は次回の生産のための原料ほ追加的に投入でき  

ない」との仮定がなければ，第一のプロセスは一・つの固定資本財で，第三のプロセスもー 

つの固定票本則で，同塵の流動資本を受け入れることができるであろう。以後このような  

メカニズムによって，前賃流動資本1020を投ずれば過程は中断なく遊行し，年（60週）に  

13・5回転するのである。「断続的生産」の10回，「単線的連続生産」の9．9匝眈比して，  

「並．列的連続生産」の135匝】は，「並列的連続生産」を採用することのいか紅有利である   

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



算36巻 第5号  682  ー・・J3ぶ－－・  

かを物語るものである。この点にこそこの生産方式の意義を認めるべきであるにも拘ら  

ず，公文氏はこれの意義を『資本論』の回転期間概念の不当なることの論狂を試みること  

に求めたのであった。とはいっても，公文民もまた「並列的連続生慮」方式の優位性につ  

いてほ，「回転問題の分所濫あたって■，並列的連続生産力式の場合の考察を加えることの  

必要憤ほ，こゝから明らかとなる」といわれるほどに，認めておられるのである。氏のい  

うところを紹介すれほ次の如くである。   

「三つの連続的生産方式を比較してえられる結論を列挙すれほ次の通りである。   

川 前賃資本総額ほ並列的連続生産の場合に最大となるが，資本係数の形で，すなわら   

年々の売上高一単位あた 

ですむ。  

（ロ）レ1（略）   

伺 各回転数は，並列的連続生産の場合が最大となる。いゝかえれば，このとき資本効   

率ほ最大となる。すなわち，この場合に．ほ前貸資本必要額の増加率を売上高増加  

率が上まわり，このことが回転数の増進，利潤率の増大をもたらすのである。したが  

って資本家ほ，事情さえ許せほ，当然か」る並列的連続生産方式を採用するだろう。  

すなわち，これこそ・もっとも普遍的な適凝的生産方式となると考えてよいであろう。  

回転の問題の分析にあたって，並列的連続生産方式の場合ゐ考察を加えることの必要  

性ほ．，こ．ゝに明らかとなる。」（157頁）   

並列的連続生産の場合に回転数が威も大となるという結論は，重要であるし，且つ正  

しい。そして公文氏の如く，毎週の流動資本投下鶴を異にする場合にあっては，例えば  

第1表の第一及び二過にそれぞれ15ポンドづつ，第三・四過にそれぞれ80ポンド，第五・  

六過にそれぞれ20ポンド合計230ポンドの投下とすれば，「単線的連続生産」の前貸流動  

資本回転数13・3回，「並列的連続生産」のそれほ実に358回転と格段の増大ぶりを示すの  

である。   

3）馬場・高木両教授の重複生塵図蘭   

『資本論』第2部第2焉写第15茸において研究されている資本の回転問題が，生産過程を  

連続せしめるための追加資本の投下を中心に研究されており，本源的投下資本と追加資本  

とが交踏しからみ合いながら，資本が回転してゆく様相を追求していることは周知のとこ  

ろである。そしてそこでは公文氏のいわゆる・「導線的連続生産」プラ式によって事態が研究  

されているのである。   
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この『資本論＝こ対して，藻利教授と公文氏が相異なる視点から一前者ほ流通過程を  

連続せしめるという視点から，後者ほ『資本論』の回転期間概念の不当なることを論証せ  

んとの試みから－それぞれ本栗的にほ同一性貿とみるべき枚数の生産方式を発表された  

のであった。   

ところがこのような複数の生産過程匪l式についてほすでに二人の先駆者があったのであ  

る。馬場克三教授と高木暢哉教授がその人である。馬場教授ほ1947年に『企業経営と労働  
（7）  

問題』に於て，高木教授ほ1948年6■銀行信用論』に於て，それぞれ発表されている0そ－の  

後，両教授ほ．，運転資本に関する－・連の論文（馬場教授），『再生産と信用』（高木教授）  

に於て，同様の，あるいほより発展した考察を加えている。それ故両教授の研究を紹介し  

なけれほならないのであるが，馬場教腰の場合にほ論文の入手の容易さから，高木教授の  

論文の場合はその考察の視角から，前者疫ついて－ほ，論文「運転資本概念と資本の回転期  

間」（『産業経理』1959年3月弓）から，後者について－ほ『銀行信用論』から紹介するこ  

とにしたい。   

まず高木教授から紹介することに．しよ・う。教授は第3図のように図解される。この図解  

の目的ほ，生産過程と流通過程は共に連続し，貨幣の休息は阻止されるような生産方式を  

みいだすにある。なおこの図解でほ．，生産期間，流通期間ほともに三週間であり，毎週  

100ポンドを生産過程に投下する。流通費用は『資本論』と同じく，考慮に入れられてい   

ない。   

「区iの示すごとく，予め用意される資本総額は1，500である。これな・各300の四個の資本   

と，200と100の2個の資本と合せて六個の資本に分割する。まず300の第山次資本から投資   

する。それは爾後三週間にわたって毎週100ずつ投資される。ついで第2週には第二次の   

資本が投資過程に入り，第二週より第四週にかけて投資せられ号。同様にして第三次の資   

本は第三週より第五週に，第四次の資本は第四週より第六週にかけて機能する0そして第   

五週目には200の第五次資本が投資過程に入り，第六週目には帝大次の資本100が投下さ   

れる。そして生産第七週目を迎えるのであるが，しかし第六週目の終りにほ第一・次の資本  

（7）馬場教授は蟹本循環の重複進行をすでに1938年どろより講義されていたのであるが，  
1946年に九州産業労働科学研究所主催の産業労働大学で講義されたものが翌年『企業経   

営と労働問問題．認 として活字となったのである。同書14～T6貫参照。また『■会社経理論  

』惇信堂1949年9～12頁、『市民のための会剖学』中央経済杜1954年（これほ『会社経済   

論』、の後身）4～7頁，『基本篤記概論』春秋社1960年19～21頁のいずれかを参照。   
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第三図 高木暢哉教授の図解  
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『銀行イ言用諭』 Pい74   

300が流通を終えて回流し，これを生産第七週目の投資に用いることができる。そして生   

産第八週目にほ第七過の終りに回流した第ニ？欠資本をもって三個の生産を押進めること   

ができるから，以後は資本の予備は不必要である。投資するだけが回流し，回流するだ   

けが投資される。すなわち生産第七週目より生産の同時化が実現し法幣の休息は排除せ   

られる。ただそれまでの間資本が機磯的資本として，あるいは待機的資本として一・時休   

息するだけである。」（『銀行信用論』て5頁）   

馬場教授の場合は，所要逆転資本額の推算ほ資本の現実的回転にその基礎を有しなけれ  

ばならないという問題意識より出発し，蚤後生産により所要運転資本額は生産される価値  

頓に比し相対的に少ぐてすむ，つまり重役生産は資本の回転数を増大させるという結論を   
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得られるのである。   

教授は『運転資本概念と資本の回転期間』に於て，重複生産を図解しておられる。まず  

『資本論』の単線的連続生産匿ついて説明された後，つぎのよう紅この図解について説明  

される。（第四囲）   

「しかし，マルクスの上記の設例（『資本論』第2部第2篇第15章の設例つまり単線的   

連続生産を指す一引用老）は極めて単純化された形で示されている。連続的作菜の生産   

過程は生産の各段階が同時に進行するという重役進行を示す筈である。いま，その状況   

を図示してみれば事態ほ第4図のように．ならなけれはならない。  

第四囲 資本の回転（馬場教授）  

資本の回転期間＝生産期問＋流通期間営業周期  

従って各行程に毎週100ポンドを投下するという上記の前提紅従えば，第九過日の終り  

にほ総計4，500ポンドの投資がなされていなければならない。いま一也産期間中の－・単位  

期間（たとえば週）の所要投資額をmとし，生産期間をnとすれば生産期間の終り紅は  

mx（n十1）×÷＝W  

だけの投資がなされていることになる。すなわち，この例（生産期問9週間，労働期間3  

週間の恥引用者）でほ，100×（9＋1）×＝4，500となる。そこで第九週冒の終り紅淘  

ける状況を貸借対照表に表示してみれば，（1）最初に出発した生産行程は第九週目で終了し   
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第9週末B／S  第12週末B／S  

資本金 7，200  仕組品 3，600  

商 品  900  

売掛金 1，800  

現 金  900  

資本金 7，200  仕掛品 3，600  

商 品  900  

現 金 2，700  

ているから商品恥0ポンドが存在し，（2）そのはかほすべて生産行程の途中にあるから仕掛   

品3，600ポンド，ということになる。（3ルかしノ次の流通期間の三週間も生産を継続しなけ   

ればならないから、その必要贅金として一項金2，700ポンドが用意されわほならない。従っ   

て算9週末の貸相対照表ほ上掲第九週末B／Sの如くになる。なお，流通期間（Z）中に要   

する追加資金の額ほmXnXZニGすなわち100×9×3＝2，700によって得られる。  

流通期間が終った第12う週末の状況如何というと，もし流通期間を商品在庫－・週間，売掛   

期間二週間と仮定するならば，（1）仕掛品は前期通り4，600，（2）商品在庫900，（3）売拭金1，   

800，（4）売掛金回収により現金900で，上掲第12週末B／Sの通りとなる。すなわち，  

仕掛品3，600＋商品900＝4，500W  

売甜金1，800＋現金900＝2，700G   

という運転資本の構成が生産期問および流通期間の長さから規定され，回転速度把変化   

がない限り，この関係は資本運動の全期間に亘って維持される。」（】6－17貫）   

ところで，私が馬場教授ほ重複生産の場合準資本の回転数がより大となると結論される  

というとき，その意味ほつぎのようである。すでに公文論文を検討した際，重複生産が資  

本の回転数を増加させることにふれたのであるが，こゝでも全く同様の意味である。つま  

り，生産期間九週間，流通期間三週間であるとき，九本の生産過程が示されるのであるが  

（固定設備は一席でよい），馬場教授の図解に従わないような九本の生産過程が存在する場  

合には生産過程－・本につき1，200ポンドの投下が必要であるから，1，200×9＝10，8：0ポンド  

が所要資本額である。しかるに馬場教授の図解では，資本の遊離をなくするように投下が行  

われるため（高木論文も全く同様のことをいっており，藻利，公文両論又も本質的には同  

様のことを示している），前貸総資本は7，200ポンドでよいこととなる。このことが資本  

の回転数を増大させ，ひいては利潤率に影響を及ぼすことは見易い理であろう。  

Ⅱ   
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Ⅰ）四人の論者がそれぞれの問題意識から本質的に同一－・の図解に到達したということ，  

このことは重複堕慮方式（公文民ほ「並列的生産」方式と名付けられたのであるが，この  

命名には同一・種類・性質の生産設備の並列の意味が含められそいると考えられる。ところ  

が，単仙の生産設備での流動資本の蓮複投下を考えるこ．とも出来るのであるから，あえて 

「並列」の字をつかわないこととする）に対する我々の関心をかきたてるに十分ではなか  

ろうか。しかしながら，この重複生産方式ほ．『資本論』の第2部より第3部への論理的発  

展に於て如何なる役割を演ずるのであろうか。このことほ換言すれば，『資本論』第2部  

筍2篇簡15章で考察されている「琴線的連続生産」を基礎にして考察されている第3部の  

諸問題に関する論述ほ果して妥当か否か，ということになるであろう。しかしながら浅学  

にして，筆者はこのような問題意識をもって書かれた論文に未だ接し得ないでいる0筆者  

もかゝる問題について明瞭な見解にほ未だ達しえないのであるが，以下そ・の素描を試み，  

自らの思考方法をより厳密なものとし，併せて同学諸氏に教えを乞わんとするものであ  

る。   

『資本論』第2篇第15章でほ，回転期間が短かけれは短いはど前貸費本ほ少くて済むこ  

とが明かにされ，同第16章「可変資本の回転」では，可変資本の回転期間が短かければ短  

いはと剰余価侶年率ほ高まること，が論証された。而して，第3部に入ってほ利潤率が研  

究せられ，前貸資本が少ければ少いはど利潤率は高まり（回転期間を短縮するために新設  

備を採用する場合にほしぼしば閻定資本ほ巨大化するのであり，従って利潤率はむしろ下  

降するのが普通であろうが，こゝでほ固定費本のかゝる影響は考慮の外におく），また可  

変資本の回転数が大きければ大きいはど剰余価僧年率，従って年利潤率は高まる。   

さしあたってこゝまでの展開を重複生産方式の場合について考察することにしよう。回  

転期間が12週間，8週間，4週間のそれぞれの場合について考察しよう。労働期間と流通  

期間の組合せはその比率をいずれの場合も三対一・とする。また，回転期間12週間は生産部面  

A，同8週間ほ同B，同4週間は同Cの平均的な資本としよう。各部面の有機的構成その他  

平均利潤率の形成に影響を及ぼす要因はすべて同一・とする。また資本は流動可変資本のみ  

から成るものとしよう。1年は50過とし，毎週100ポンド投下とする。   

前提により生産部面Aの平均資本は回転期間は12週間，労働期間は9週間，流通期間3  

週間である。「単線的連続生産」の場合は，前貸総資本1，200ポンド，年生産価侶5，000ポ  

ンド，したがって回転数ほ5，000÷1，200＝約466回である。これに対し重接生産の場合ほ  

前貸総資本7，200（馬場教授の図解に従う。以下同様），年生産価佃45，000ポンド，した   
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がって回転数ほ45，000÷7，200＝625回。625÷416＝約15倍。つぎに回転期間8週間，  

労働期間6週間，流通期間2週間の例。渾緑生産でほ前貸総資本800ポンド，年生産価値  

5，000ポンド，したがって回転数5，000÷800＝6「25回。重複生産では前貸総資本3，300，  

年生産価侶30，000，しノたがって回転数は30，000÷3，300＝9。09。909÷625＝＝約145倍。  

最後に回転期間4週間，労働期間3週間，流適期問1週間の例。単線生産では前貸総資本  

400，年生産価伸5，000，したがって回転数ほ5，000÷400＝125回。箋複生産では前貸総資本  

900，年生産価佃15，000，したがって回転数は15，000÷900＝166回。166÷125竺約1・33  

倍。以上の結果をまとめれば次の如し。剰余価値率を100％とする。（第4・5表）  

第4表 「嘩線的連続生産」  

第5表 重  役  生  産   

欝4表によれば，尊線生産の場合，剰余価値額は三部面討15，000ボンFF，前貸総資本討  

2．400ポンドなる故，平均利潤率＝15，000÷2，400＝625％。各部面の平均利潤は，A部面  

1，200×6・25＝7，500ポンド，B部面800×6・25＝5，000ポンド，C部面400×625＝2，500ポ   

ンドである。他方重複生産では，剰余価値総額は45，000＋30，000＋15，000＝90，000ボン㌧ト  

前貸資本総額ほ7，200＋3，300＋900＝11，400ポンド。平均利潤率は90，000ヾ－11，400＝100×  

7‥89％。各部面の平均利潤はA部面7，20nx789一＝56，842－，B部面3，300×  

7‖89」し＝26・OS2誓・C部面900×789意＝7，105昔である。さてこ⊥で，単鮎産   19  
から重複生産への回転数の増大率をふりかえるに，回転期間12週間の場合ほ約115侶，同8   
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週間の場合は約145僧，同4週間の場合ほ約133倍であった。つまりl動転親閲が長いはと  

増大率は大である。このことと同じことを意味しているのが第5表の指数である。さでエ  

のように，回転期蘭が昆いはど回転数の増大率がより大であるということを唯】・の特徴と  

して－，垂凌生産の例は『資本論』で論証されている，回転期間が短いはど利潤率は大であ  

るということを修正するものでありえない。   

Ⅱ）前節での考察では，労働期間と流通期間の組合せ比率をいずれも三対一としたので  

あった。次に．，この離合せ比率を様々に．変え．，回転期間を－・定とした場合について考察し  

てみよう。回転期間を12週間としよう。労働期間1］＿週間，流通期間1週間の場合にほ，所  

要前賃資本盈は7，700ポンドである（100×（11＋1）×＝6，600，100×11×1＝1，100，  

6，600＋1，100＝7，700。年生産価値額は11×5，000＝55，000なる故，回転数は55，′000÷7，700  

芸7，1回。労働期間9週間，流通期間3週間の場合については前節で計算した通り，所要  

前貸資本額7，200ポンド，年生産価値額45，000，回転数625回である。さらに，労働期間3  

週間，流通期間9週間の場合は所要前貸費本領ほ3，300ポンドである（100×（3＋1）×  

→＝600，100×3×9＝2，700，600＋2，700＝3，300）。年生産価値牒15，000ポンドであ  

る。したがって一回転数は15，000－÷3，300＝455回。この例の場合，労働過程ほ3本である  

が，これを9本紀してみたとして－も，回転数に．は変化はありえない。何故ならその時には，  

年生産価値が15，000×3ニ45，000に増加している代りに，所要前賃資本額も3，300×3＝  

9，900に増加しているからである。45，000÷9，900＝455回。さらに，労働期間1週間，  

流通期間11週間の場合について考えてみよう。この場合は，渾線的連続農産であり，所要  

前盛儀本1，200ポンド，年生産価佃5，000ポンド，したがって回転数は5，000－ン1，200＝4い16  

同である。労働過程を11本にしたとしても，回転数にほ変化はない。何故ならこの時には，  

所要前貸資本1，200×11＝13，200，年生産価値11×5，000＝55，000，したがって，55，UOO÷  

13，2000＝416回であるからである。   

上の計算の結果我々の知りうることは次のことである。【1個転期間を－・定としても，労  

働期間と流通期間の組合せが異なれば，回転数は異なる。（2旧転期間を一億とすれば，労  

働期間が長いほど，回転数ほ大である。以上のこ点である。回転期間12週間の場合，年生  

産価値が同一・であるにも拘らず，労働期間11，流通期間1の方ほ71回転するに対し，労  

働期間ユ，流通期間11の場合にはわずかに4」16回転するにすぎない。また，労働期間9，  

流通期間3の場合にほ625回転するに対し，労働期間3，流通期間9の場合には一155回転  

するにすぎないのである。   
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回転期間をw克として－，労働服惜と流通親閲の組合せが異なる場／合とほ，相方ー卓なる姓建  

部面間の問題とみなすべきであり，回転数の相違ほ生産価格の段階で解決される筈である。   

さて－我々ほ上来，回転期間が短かけれほ所要前貸資本畳ほ少くですみ∴ このことは利潤  

率に対tノてプラスの彫響を与えることを知っている。ところでここに次のような例がある。   

回転期間10週間，労働期間2，流通期間8，ユ．年＝50週，毎週投下額100ポンドの場合，  

所要前貸資本机900ポンド（100×（2＋1）－＝300，100×2×8＝1，600。300＋1，600  

＝1，900），年生産価値5，000×2＝10，000，したがって回転数は10，000÷1，900＝52回。  

（年生産価倍を55，000あるいは45，000にするには，前貸資本をそれぞれ55倍，45倍に増  

大せしめねはならないので，回転数はやはり52回である）。回転期間10週間，労働期間4  

週間，流通期間6週間の場合，所要前黛資本ほ3，400ポンド（100×（4＋1）×＝1，000，  

100×4×6＝2，400。1，000＋2，400＝3，400），年生産価値は5，000×4＝20，000，したが  

って∴ 回転数ほ20，000÷3，400＝5・9回。つぎに，回転期間10週間，労働期間6週間，流通  

期間4週間とすれは，所要前貸資本は4，500ポンド（100×（6－ト1）」×＝2，100，100×  

6×4＝2，400。2，1UO＋2，400＝4，500），年生産価値は5，000×6＝30，000，したがって  

30，000÷4，500＝6，7回。さらに，回転期間10週間，労働期間8週間，流通期間2週間とすれ  

ほ，所要前貸資本は5，200ポンド（100×（8＋1）×＝3，600，100×8×2巴1，600。  

3，600＋1，600＝5，200），年生産価値ほ5，000×8＝40，000，したがって回転数ほ40，000÷  

5，20b芯7．6回となる。こ」で，さきにみた回転期間12週間，労働期間11週間，流通期間1  

週間の場合の回転数が71臥 労働期間9週間，流通期間3週間の場合の回転数ほ62匝卜で  

あったことを想起しよう。回転期間12週間の場合の方が回転期間10週間の場合よりも回転  

数が大きい場合のありうることをみるのである。このことほ『賀本論月に対して何等かの  

修正を迫るものであろうか。私はそうほ考えない。何故ならエンゲルスもいう如く，「生  

産期間短縮の主要手段は，労働の生産性を高める」ことによるものであるからである。（  

『資本論』青木⑧130貫，岩波⑧151貫）   

紡績巣を例にとろう。この部面の平均的な回転期間は，従来12週間（労働期間9週間，  

流通期間3週間），毎週100ポンド投下（不変的流動資本80，可変的流動資本20）であっ  

たとしよう。ところが，ある個別資本が労働の生産性を高めたことにより，従来と等しい  

生産物恩を労働期間8週間で生産することができ，従・つて回転期間は11週間に短縮しえた  

としよう。前貸資本鼻についてほ，不変的流動資本ほこの1週間短い労働期間に従来と等  

しいだ軋従って過当り投下靴だけ増加する。咽爛軌資本ほ．どうか。労働の生   
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産性の⊥許は単位時間当り充用労鰍こ変化をもたらすことを意味しないが故に，従来より  

1週間分だけその投下額ほ減少する。そして過当り投下額ほ依然として20ポンドである。  

したがって，1回転当りの総生産物の個別的価値は20だけ少くなった筈である。ところが，  

この生産性上昇による回転期間短縮が，その部面に行きわたらない間ほ，この個別資本  

は，この20ボン／ドだけ個別価値の少い生産物を，社会的価僧で販売することにより，従来  

と同意の価値を回収することとなろ・う。したがってこの個別資本の利潤率は」二：弄するであ  

ろう。 

以上のことが正しノいならほ，以下の設例は有効であろう。  

Jl）労働期間9週間，流通期間3週間，1年50週，’毎週100ポンド投下の場合。所要前貸  

資本愚7，200，年生産価偵45，000回転数625回   

t2〉労働期間8週間，流通期間3週間，1年50過，労働期間8週間に900ポンド投下。所  

要前貸資本6，750（112・5×（8＋1）×ー＝4，050，1125×8×3＝2，700。4，050＋2，700  

ニ6，750。年生産価値45，000（1125×50＝5，625。5，625×8＝45，000）。回転数は45，000÷  

6，750＝66回  

（3）労働期間7週間，流通期間3週間，1年50週，労働期間7週間に900ポンド投下。所  

要前貸資本臥300（128×（7＋1）×鵬＝3，600，128×7×3＝2，700。3，600  

4 ＋2，700＝6，300）0年生産価値45，000（128÷×50＝6，428，・6428丁×7城0000回  
転数45，000÷6，300＝二＝約7回  

（41労働期間1週間，流通期間3週間，1年50過，労働期間1週間に900ポンド投下。所要  

前貸資本凱600（900×（1＋1）×－－＝900，900×1×3＝2，700。900－l－2，700＝3，600）。  

年生産価イ直45，000（900×50＝45，000）。回転数は45，000÷3，600＝124回   

以上では労働期間が労働生産性上昇濫よって短縮せられ，従って週投下額が増加したの  

であるが，流通期間が煽縮された場合にほ，週投下額ほ増加しない。その例をみてみよ  

う。  

（5）労働期間9週間，流通期間2週間，1年50過，過投下100ポンド。所要前貸資本6，300  

ポンド（100×（9＋1）〉く一考一ニ4，500，100×9×2＝1，800，4，500＋1，800鶉300）。年  

生産価値45，000，回転数45，000－ン6，300＝7回  

（6労働期間9週間，流通期間1週間，1年50週，週投下100ポンド。所要前貸費本5，400  
9  

ポンド（100×（9り）×‾ラ‾＝4，500，100×9×1＝900。4，500一十900＝5，400）。年生産  

価佃45，000ポンド，回転数45，000ン5，400＝83回   
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上来の封胡の結＝果，我々ほ，回転期間庵魔胤汚れほ．所要前相賀本鼠が少くて済み，した  

がって，労働の生産性を高めた結果，「これによって同時に，高価な機械装置の設備等に  

よる総資本支出の著るしい増加と，したがって総資本に対して引算される利潤率の低下と  

が惹起されないならば，利潤率ほ上昇せねばならない」（背木⑧131貰，岩波⑧151貢）と  

いう 打撃本論』の命題は重複生産にあっても芸当することを知るのである。   

Ⅱ）遠投生産は『資本論』に修正を持込むことになるか否か，換言すれぼ，『彗本論』  

第2部第2第第15葦「資本投下の大いさに及ぼす回転時間の影響」における単線的連続生  

産を基礎とした第3部への発展は，蚤複生産によって修正を要求されるのか否かとい・う問  

題に対する以上の検討は，大要次のような結論を得ることとなったのである。   

第2部でほ，回転期間を短縮すれば－・労働期間の短縮であれ，流通期間の短縮であれ  

ー…投下資本ほ少なくですむことが明らかにせられ，第3部でほ，したがってイ也の事情に  

して不変ならば，利潤率は増大する，ということがいわれている。馬場教授他三教授の蛮  

後生産方式によっても，これらの点についてほ全く同一・の結論が導き出されるのである。   

最後に，回転期間が一定として，労働期間と流通期間の組合せが異なることより生ずる  

回転数の相違の問題ほ，部面間の問題てあり，平均利潤率の形成，生産価格成立の段階で  

解決される。（1963年10月）   

（こ．の拙い－・文を謹んで故須崎教授の御霊前に捧げる）   
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